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世界の牛肉事情と牛肉生産 ・消費構造

熊 井 清 雄
*

.牛 肉自由化の背景

′|・1肉・オレンジの輸入白山化が1988年6月24日の日米閣僚会議で合意され、 3年 間の移行期間を経
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第 1表  牛 肉 11米合意の骨 r

1991年4月 1日 (移行期間 3年 )

1988  1989  1990式、医壬

274  3 3 4  3 9 4千 トン (毎年60千トン増)

1988  1989  1990イ|:返壬

10  13  16千 トン

1988 1989 1990年 度

30    45    60°。

1991 1992 1993年 度

70    60    50ジイ

(1994年以降は、93年度水準より引き にげず、同水準をウルグア

イラウンドの関税交渉のベースとする)

①発動水準は、前年度の輸入実績または輸入「r能壁 (高い方)の
120%

②輸入数軍:が発動基準を超えるおそれがある場合に it要輸出l「Ihlと

協議。

③協議が雅った場合は数量竹け限。

④30日以内に協議が整わず、輸入星が発動基準を超えた場合は、

協議要請から45日を維過 した指定期1司から下記の調整関税を賦

課。 (年度内適用)
1991  1992  1993式本た近

95    85    75'ご

(1994年度以降の国境措世はウルグアイラウンド交渉結果および

ガットのルールに整合のとれたものとする。)

12品[1のうち牛肉調整品については、牛肉 ・かんきつ合意とは別

に次のように処置することで合意。

1988年 10月  ～ 1990年 4月

1990  1991  1992  1993年 度

70      70      60      500/。

(1994年度以降は、93年度水準よリヴ|き 11げず、ウルグアイラツ

ンドにおける関税交渉の対象とする。)

1990イli度
45%(現 行25%)

*′li物′|1産学講座  草 地学伊F究本
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て1991年4ブ]1日 から実施の運びとなった (第 1友参照)。 このド1由化は肉用牛nHl養農家の経営に悪

影響を及ぼしたのみでなく、その影響は広範で乳雄子牛や洵汰牛の価杵の寒洛によって路農の経営基

盤を揺るがした。また、l ll時に輸入牛肉のとめどない拡大は、消費者の嗜好度の劣る豚肉、鶏肉の消

費減退と価格低迷を招き、養豚、養鶏の経常を痛打するなど、その影響は語産業界全体に及んでいる

点に留忘する必要がある。

この牛肉出由化の事態となった背景として、わが国の膨大な貿易無字、lll界的な牛肉過剰、さらに

は円1葛に基づく牛肉小売lFll格の内外価格差の拡大年のFl題が伏在していたが、より直接的な原因とし

て、米田た高級牛肉 (穀物肥育牛肉)は 脂質やコレステロールが多く、心臓疾患、脳溢rll等の術環器

病の誘困となるとして米L■l内で敬遠されるようになり、代わってブロイラ
ー (肉用鶏)、ヒ面鳥等の家

禽肉 (whie meat)の 消費が急増した結果、牛肉の消費が 5カ年で20%も 減少した。このように、経

常不振となった企業フィードロット (■地でない乾いた場所を園い、主に殻類を給チして肉牛を肥育

する大規模な牛肉′|を産企業)や 肉用牛農家、さらにはミートパッカ
ー (meat packer、肥育牛をと殺解

体、カット処理、ハム、ソーセージ加!工した L、 部分肉、加工肉、挽き肉を箱詰めして、ス
ーパー、

レス トラン等に販売、配送する食肉の加 11流通企業)が
一体となって、政府を動かし、日本へその白

由化を迫ったのが真相とされる。そこで、当時の米国における畜肉摂取昼とその予測を第 1図に示した。

ポンド (米国人 1人 当たりの年間精肉消費量)

9 0

8 0

ビーフ

↓̀盟

1 9 4 0  4 5   5 0   5 5  6 0   6 5   7 0  7 5  8 0  8 5  9 0

第 1図  米 国における畜肉摂取畳とその 予測 (米国農務省)

牛肉の対日輸出拡大とド1由化を実現するために米国政府と連携して、政治的に活解し、マ
ーケティ

ング、PR活 動を行ったのがUS食 肉輸||1連合会 (U S Meat Export Federatbn,USMEF)で あ

り、会員は ミートパッカー、フィードロット企業、牛肉生産農家、食肉輸出企業、豚肉生産業者で構

成されている。米国の要さは政府、業界
一体となって強引に自由化を迫 り、その実現を勝ち取った点

にあり、戦略と戦術を駆使 し、 ト ヨタ (車)か 農家かの二者択
一を日本に迫った米IJのアF:力の前に、

牛肉 。オレンジの自由化を、さらにコメの部分自由化まで呑まされ、日本晨業は存亡の危機に立って

いるといっても過言ではない。

2.世 界の牛肉生産 と牛肉貿易圏及び牛肉の商品特性

世界の1■肉の′L産章と貿易量を第 2表に示した。米日は1世界
一の牛肉生産日と牛肉輸入田であり、

5
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かつ十日:界第二の輸IJ lqでもある.す なわち、米国は穀物肥育した高級牛肉を対日輸出する
一方、米回

内の低所得膚向けに家洲|、ニュージーランド、中米諸国等か ら牧■肥育 した安価な赤身牛肉 (lean

meat)い わゆるグラスフェッドビーフ (grass_fed beef)を輸入 している。米国の狙いとしてこれらの

諸田から牛肉を輸入 して恩を売ることにより、政治、経済及びT事 的な結び付けを強めようとする意

図が隠されている。
一方、わが田は米円に次 ぐ牛肉輸入田であ り、家rlllと米国のFj国から輸入してい

る。

第 2麦  世と界の牛肉の生産量と貿易章 (枝肉ベース)(半 位 :千 トン)

田 名
1993年

生 産 輸 人 輸 出

ダ

ア  メ   リ   カ

ア ル ゼ ン チ ン

ブ  ラ  ジ  ル

E

ロ

ツ ク

イ

イ

シ

　

ラ

　

ン

U

ア

ナ

ド

中     田

日     本

オース トラ リア

ニュージーランド

875

10,586

2,530

4,100

7,889

3,384

1,330

1,050

2,200

595

1,814

573

280

1,089

3

20

418

50

0

0

0

717

0

1

190

578

275

320

1,096

0

233

90

140

0

1,179

456

世 界 合 言| 44,563 3,324 5,324

資料 :米 lthl農務省

|IL界の牛肉貿易圏は 1つの圏域、すなわち口姉疫非汚染地域と口師疫汚染地域に分かれ、同
一域内

における貿易が原則である。例えば、わが国は牛の伝染病であるlI怖疫の非汚染国であるので、ll断

疫の伝染を防ぐために牛肉の輸出余力のある汚染FInlの十打米、EC諸 国からの点沸肉をのぞき、牛肉の

輸入を禁111している。このように、牛肉の貿易は米lJ、|1本、家洲|、ニュージーランド、カナダ及び

極束諸IHの非汚染1可問とEU、 東欧、南米のブラジル、アルゼンチン、アフリカ諸LJ、中近東諸国の

汚染1呵1判にそれぞれ限定されている。

ところで、牛肉の商|キFi特性として、品質、価格の幅が極めて広い点を指摘しなければならない。試

みにデパートの食1枯売場では100g肖たり10011」台の牛肉から5,000円を超える超1苛級の痛降 り肉まで

千メ:方別であり、 “Beef is not bcef irl Japan"と友現されているほどである。これを意訳すれば、牛

肉にはピンからキリまであり、一日では友されないという意味である。世界の牛肉は牧草地で放4/K肥

市さ加ブたグラスフェッドビーフと肥育素牛を数ヵ月から1年十も穀物 (トウモロコシ、マイロ、大麦

告)で 肥育するグレインフェッドビーフ (grain―fed beef)とに 1分される。lll界で/十を産される牛肉の

過
｀
降はグラスフェッドビーフで、グレインフェッドビーフは|1本をターゲットとして米lfNlと家州で主

として/tiたされている。

フィー ドロットの経営規模とフィー ドロットヘの日本企業の進出

米1可企米フィー ド「]ッ トの規模に よるベス ト・ファイブを第 3表 に示 したが、 この友か ら令業

フィー ドロットの規模が如i何に l l大であるかを観い知 ることができる。例 えば 1位 の C a p r o c k
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I n d u s t rにsの 場合、 11口|の収容規模が約22万頭、年問2.5サイクルで|口]転するとして、その収容頭数は

55万頭に達する。
一方、ガ」のフィー ドロット経常として規模の小 さな農場 フィ

ー ドロッ トがイf在す

る。これは トウモロヨシ、大 Iヽ、マイロ、友年の栽特農家が各々の農閑期を利用 して、商品化できな

かった劣牛の農場床穀物を肥育合3料として、100～300頭の肥台素牛を 4～ 5ヵ )」問肥育 して出荷する

方式をとり、経常的には
/1・
米フィー ドロットより安定 しているとされている。

第 3麦  ア メリカ
/1k米フィー ドロット

‖険|ケヽ 会  社   名
フィー ドロット数

(所在 ・州名)

1[1の収容

能力(千頭)
関連穀物会社 関連 ミー トパッカ

ー 関連仲買業者

1

Caprock lndustrics 3(Tcxas)

2(Kansas)

Cargill

N utrcna Feeds

MBPXL Cargili lnvdstors

2 卜,fonfort of Colorado 2(ColoradO)他 1 Nllonfort I)acking MBPXL

3

AZIJ Rcsources 4(TexaS)

1(Ncbraska)

Bromagcn t Herts

4

Notrhwest「 ccdcrs lnc 6(Washington) Iowa Beef

Processors

5

Hitch Enterprises 2(Oklahoma)

1(Kansas)

Bookcr Custom

Packing

ところで、企業フィー ドロット経常を大別すると、フィ
ー ドロットを外部のものが所有し、購入 し

た肉′|・の肥育 ・販売をフィー ドロット管理 ・運営者が受託する受「モ肥育 (custtm feeding)と経常者

が出ら肥台する|′l家肥台 (indepcndent feeding)とがある。

九州大学のill空助教授による11米の肥育牛
/1産費比較の飼奈縛i果によると、米「1封におけるフィ

ー ド

ロット経常は素牛御F格の十有騰と肥有牛価格の低迷によって赤
′
■経営が少な くな く、10～12年に

一
度牛

肉価格が高騰する術環 (キャトル ・サイクル)を 期待 して経常を継続 しているのが実態のようであ

る.

|〒うまでもな く、牛肉山||1化は商社、食肉産米、流通業界等にとって経営拡大のビッグ
・チャンス

である。その実態を明らかにするために家州における資本系
//11別フィー ドロット肥行状況を第 4友 に

第 4麦  家 州における資本系列別フィー ドロット肥育状況

分|メ 収 容  能  力 実飼養頭数

ALI「A/AMLC調 査

(93午 8)」 現在)

(94て予1 5)」うとTl:)

(94イ「を 8)」 予淑1)

千頭

5 1 0 . 3

541.1

5 7 1 . 7 ( + 1 2 % )

千頭

414 5

443 5

4 6 8 . 2 ( + 1 3 % )

ち方の昨定

米IH系 (3社 )938

9 4中

| 1  系 ( 1 2社) 9 3 8

9 4中

家州系 (3社 )93.8

94中

18 社  系   93.8

94叫J

千頭

145.5

2 0 5 . 5 ( + 4 1 % )

千頭

85

9 7  ( + 1 4 % )

199.5

267  (+34%)

165

206  (+25%)

(+0%)

８

　

８

５

　

５

46

51  (+11%)

403

530.5 (+32%)

296

354  (+20%)

資料 :ALFA/AMIフ C'National Feed10t Survey'

7iをil,「 AMIフC/ALFAの Jljl杢Jは 500頭以 ilのフィ
ー ドロ

を対象 としたrЧ
｀
作期 ごとの調査結果

シ ェ ア

100%

20°0

40タイ

11%

71%

ツ ト
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示 した。この結果、フィードロットの金nH3養頭数53万頭のうち、50%の 26.7万頭が■菱商事、丸紅、

|1本ハム、伊藤ハム竹の|1系フィー ドロットでall育されており、これらの開発輸入牛肉と国産牛肉と

が 1木||テ場でイトっている構図が透けて見えるであろう。

4。 日米間の肥育牛の生産費の比較

||1斐助教授が米1可フィードロット経常と|1本の肥奇晨家の肥育牛
′L産費を比較した結果を第 5表に

′Jくした|,

第 5友  IJ米 肥育牛/li産費比校 (半位 :円 、%)

1頭 対

1頭 H

lげ 〔
｀
路

1頭 Hち

上頭 肖ブ

1頭 村

1 げ〔

10(〕kg 1`1ヤ

100 kど

100  kg

l  ll

「1 本 米田 3月巴

有場平均

C

H米 比較

1

A / C

「1米比岐

2

B / C
乳月」おす

A

ナRモ 和稲

B

J 任 り 索 牛 貸

ち た り 命] 料 費

4 た り待 j 4 ■t t  C i )

4 た り資 本 利 r

た り第 2次 生産費
H ちた り F J k 売額

ち た  り 示」 ヤ岡

た り第 2 次生床策
H るた り 販 売 額

ち た り 利 消岨
H l たり 食』料 安

た り第 2次 生産費

243,217

169,848

60,234

11,889

465,188

531,412

46,224

66,966

73,349

6,383

401.5

1,147.0

421,599

196,899

101,410

23,024

742,932

839,084

96,152

110,585

124,901

1 4 , 3 1 3

334。9

1,263.5

91,547

52,894

4 , 9 1 1

7,406

156,757

148,754

- 8,003

23,580

22,310

- 1,270

241.9

763.3

265.7

321.1

1,226.6

160.5

309.5

357.2

284.0

326.8

166.0

150.3

460.5

372.3

2,065.1

310.9

473.9

564.1

469.0

551.8

138 4

165.5

ヤii:|1本の管メ|!費は第 2次 11床費からもと牛費、飼料費、資本利 子を減 じた概念と

した。 1ド ルを134円に換算した。

この結果、ナR(モ和lTlと米田の肥台牛との間の′11産費は4.7倍、乳用雄肥育牛と米国のそれの問には

3.1併の格メ:がイr在すると推定している。 |1米の経常を比較した場合、米国のコス トダウンの要因は、

肥市索牛が広大な||1地・傾谷1地や半乾燥地域で放牧によって低コスト′li産される結果、系牛費が大幅

にllKく、かつ肥合鳥1料空が30%も 安lHllであること、フィ
ードロット経常の立地は乾燥地で畜合 ・飼料

ヵlモ年の建物がイく要であること、さらに飼養頭数規模が大きく機械化によって労働費が大幅に削減でき

ることや、角」益竹P止や経常がコンピュータで効率化さ加,ていることなどを指摘できる。

しか し、一一方では、乾資が疾となって舞い 1をがり、これを抑えるために毎日多壁の散水が必要で、

その維策が大きい ま た、尿を索堀の火に導き、地 下波透させているが、地 下水の情酸汚染の問題が

浮 liするなど、今後は環境保全対策がコストアップの要因となろう。さらに、今後、ホルモン合成剤

や抗′|:物T子の41_用が禁111あるいは制限されることが予測されており、こ漁ッもコストアップに結びつく

ものであり、フィードriットの経常環境は次第に持しくなるとする兄方が多い。また、後述するよう

に|1本のように政策的なバ .′タアッブのない米IIslフィ
ードロットの経常は、|1本の肥育農家以 11にそ

の味境か厳 しい点をPI!解する必要がかる,

一方、/11たコス トが乳牛雄肥奇で 3倍、和牛去勢肥台で 5倍弱も高い日本の肥育経常が将来に口1っ

て経営をサキ統できるかは、為符レート、系牛費、飼料費等の変動要囚に左右されるが、1・肉
/li産コス

トを削減して、十1米/li産費格丼を縮める一層の白助努力が求められる。
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5.わ が国における牛肉生産、肉用牛の飼養動向

牛肉生産の動向を第 6友に、肉用/1・の食d養動向を第 7友に示した。

第 6麦 の結果、平成 4年度の牛肉生産は、41.68万tであるが、その内、肉専用種 (和1・)が 15.94

万 t、乳用種が25.65万tであり、全体にIFiめる乳用種の比率は62%を 占め、乳用種のウエイ トが高

い。白「拘化後の牛肉↑を産の動向は、輸入牛肉と占Fi質格差の小さい乳用種の飼養が漸減し、肉専種の比

率が漸増 しつつある。

第 6表  牛 肉4i産の動向   (単 位 :千 t、 %)

肉 専  用  種
チツ
す 種用]

′ 、

吉|

実  数
対前年度

増 減 率
実 数

対前年度

増 減 率
実  数

対前年度

増 減 率

50年度

55

60

63

ノし

2

3

4

90.9

92.7

145.2

128.9

133.4

144.9

152.7

159.4

1 0 。7

△ 8 . 6

3 . 8

△ 0 . 9

3 . 5

8 . 6

5 . 4

4 . 4

141.6

207.7

242.3

268.6

243.3

242.6

253.2

256.5

∠ヽ 12.0

17.3

2 . 9

0 . 7

△ 9 . 4

△ 0 . 3

4 . 4

1 . 3

234.8

302.0

389.0

398.4

377.5

388.3

406.7

4 1 6 . 8

△ 5 . 1

7 . 9

3 . 2

0 . 1

△ 5 . 3

2 . 9

4 . 7

2 . 5

〔備考〕 1)農 林水産省 「食肉流通統計Jに よる。

2)部 分肉ベースである。

第 7麦  肉 用牛の飼養動向  (単 位 :千戸、千頭、頭、%)

51々 56 61 死 2 年 3 4 5

飼  養  , f  数

対 前 年 増 減 率

飼  養  頭  数

対 前 年 増 減 率

う ち 肉 用 稲

才L すTl ,EE

l戸 肖た り飼差頭数

449.6

△ 5 。上

1, 9 1 2

3 . 0

1,427

485

4 . 3

352.8

△ 3 . 1

2,281

5 . 7

1,478

803

6 . 5

287.1

/ へ3 . 7

2,639

2 . 0

1,662

977

9 . 2

246.1

△ 5 . 4

2,651

0 . 0

1,627

1,024

1 0 . 8

232.2

△ 5 . 6

2,702

1 . 9

1,664

1,038

1 1 . 6

221.1

z 生、4 , 7

2,805

3 . 8

1,732

1,073

1 2 . 7

2 1 0 . 1

△ 5 , 0

2,898

3 . 3

1,815

1,083

1 3 . 8

199.0

△ 5 . 3

2,956

2 . 0

1,868

1,088

1 4 . 9

:備考コ 1)農 林水産省 「市産統占IJ、十家畜の飼養動向Jに よる。

2)各 年 2月 l Fl pll査である。

第 7装 の肉用牛飼養ナi数の動きを児ると、平成 5年度の飼養)〒数は19.9ノカ
fで、牛肉自由化が決定

されて以降、年率 5%前 後のブF数減が続き、平成 6年の速報では7.5%の急減が見込まれている。
一

方、肉用牛の飼育頭数は平成 2年から年率1.9～3.8%の比本で増え、肉)日牛農家の規模拡大が活失に

進展している。この傾向が定着すれば牛肉ド1由化に対応できることが期待できよう。

6 肉 用牛の生産費

肉用牛の生産費を第 8表から第10友に示した。繁加雌牛 1頭当た りの粗収益と所得は7成 2年 を

ピークに減少を示し、その傾向は現在に及んでいる。

第 9友 と第10友の結果。肥育牛 1項肖たりの所得は昭和63年以降減少を続けているが、その減少程
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度は乳ナ日雄肥育牛において特に孝しく、平成 6年では肉専種 1頭当たりの所得が13万円余であるのに

対し、乳用雄肥育牛では住か3,65011」に過ぎない。この原lklは輸入牛肉と品質面で格差が小さい乳牛

肉の価格が輸入牛肉にづきずられて ド耀したことによる。この乳牛肉の価格低 ドは路農経営の副収入

であるを廃牛肉やヌレ子の収入を急減させ、陥農経常に思影響を及ぼしている。

第 8友  子 牛生産費 (半位 :円)

r牛 1頭 当た り 繁殖雌牛 1頭 当た り

労 働 費 費用合計 生 産 費 粗 収 益 所   得物 財 貸 飼 料 貨
繁殖llrt牛

償 却 費

５０

５５

６０

６３

元

２

３

４

2 1 4

287

324

282

281

287

279

261

６

　
９

　
５

　
３

　
４

　
１

　
８

　
６

〔
Ｕ
　
ｌ
■
　
刀
４
　
九
４
　
ｎ
υ
　
９
乙
　
刀
生
　
（フ
０

（ソ
０
　
つ
じ
　
ヽ
■
　
，′
，
　
９
乙
　
ｎ
υ
　
９
０
　
０
０

137

188

210

171

172

178

172

153

２

３

１

４

１

４

一ｂ

ｌ

８

０

８

６

１

９

０

４

８

５

０

９

３

６

５

６

28,383

37,455

45,441

44,700

44,499

45,582

45,073

441331

82,992

127,370

139,360

121,032

118,712

117,784

118,574

142,887

297,198

414,689

463,505

403,775

400,006

405,705

397,922

404,713

０

７

５

３

一ｂ

６

２

０

２

６

０

３

６

５

２

９

４

０

１

０

２

８

４

９

８

０

４

　
０

　
６

　
１

　
３

　
７

９

　
ワ
０

０
０

９
０　
１
■
　
９
０　
１
■
　
■
上

２

４

４

４

４

４

４

４

つ
０
　
食
Ｕ
　
９
乙
　
（ソ
０
　
０
０
　
民
υ
　
〔
υ
　
力
生

２

９

９

１

９

６

１

１

６

７

７

０

２

８

６

９

７

　
４

　
６

　
５

　
０

　
２

　
４

　
５

５

　
３

　
０

　
５

　
０

　
１

　
７

　
６

つ
乙
　
刀
４
　
０
０
　
カ
４
　
氏
じ
　
底
Ｊ
　
オ
生
　
方
４

43,392

147,477

∠X17,353

172,267

219,004

224,944

195,246

197,864

〔備考E l)農 林水産省 1畜産物/1を産費調査」による。

2)調 査期間は、前年 8ナJから当年 7月 までである。

3)4年 から、」Hl査方法が変更してある。

第 9表  肥 育牛 (去勢若齢肥育)生 産費 (単位 :円)

月巴育牛 1頭 当た り

所  得

昭呑H55年

60

63

平成元

2

3

4

こ備考ヨ 1)農 林水産省 「畜産物生産費調査Jに よる。

2)調 査丹l問は、前年 8月から当午 7月 までである。

3)4年 から、調査方法が変更してある。

第10友 乳 用雄肥育4と生産費  (単 位 :円)

月巴て丁1・1豆貞1路ツとり

所  得

1沼不|155行i

60

63
｀
F成 元

2

3

4

1 )農 林水床省 「畜産物′li産費調査Jに よる。

2)調 査期間は、前年 8月 から当午 7月 までである。

3)4年 から、調査方法が変更してある。

538,061

480,682

529,905

545,581

572,643

511,568

445,804

155,434

121,220

223,472

205,764

178,331

136,386

131,430

57,533

107,094

96,683

99,331

10,924

3,650

715,077

695,633

825,069

872,530

912,102

916,295

907,946
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7.牛 肉自由化対策

牛肉lri l11化の1対内対策として、肉用子牛安定対策の拡充、肥育経常告安定対策の拡充強化、低コス

ト/li産の推進、流通の合Pl化年を推進している。

これら対策の期源は牛肉関税収入の約1,000億11」余の内、
一般財源として200tまIIJがIHllllに入り、残

りの800億1lJが特定財源として語産振興に充ヽされ、その内500tま1lJが肉用牛振興対策に当てられる。

すなわち、O肉 用 千牛価格安定対策の拡充分として180億ll」、②肥育経常等安定対策の拡充強化に200

億li」、O低 コストノli産の推進に80億11」、④流通の合理化等に40億円がそれぞれ計 Lされている。

i  l LI庫 か らの補給金

■■1横 立金からの補給金
交付金

生
産
者
積
立
助
威
金
の
花
）

指 導

資金貸付

保証基準価格

精算者補給金
合メl化日標計Lnl
平均売買価格

資料 :企回肉用 r牛価格安定基金協会に加筆。

第 2メ1 肉用 rttlHll格安定の雰金と取組み

そこで、肉)|」r牛価格安定対策としての肉川子牛安定基金の仕組みを第 2図に示した。このように

/li肉関税収人は 一1上、 中 iFに入り畜産振興争:業IJを経て各湘S道府ヅ1りA金協会によ金総額の 1/2に 相

ちする交イ」金が交付される.残 りは糊S道府県からの交付命が 1/4、 肉用牛 r牛
/li床者の積立金が 1/

4で米金協会は連常され、 r牛 の平均売買価株が補償水準価格を ド|口1った場合、その差額の90%が生

た者れ協給命として契約挫家に補坂されている。なお、この制度はド1由化にイ
｀
十って90年度から次のよう

に変史された。すなわち、名け伎水準価格は毎午農水大||モが 1再イ|:産を可能とする水準!で決めること

になった。さらに輸入′li肉と競イトしていくために、輸入牛肉の占FT質格たを 11乗せした価格に児合った

持牛価格を合lll化11標竹‖F格と呼び、その価格でのア十i産がHJム能なようにF牛1を産を効率化する努力|1棟

寧

去

比

）

者
金
算
給
精
補

子
牛
取
引
価
格

畜産 振興 事 業 l ・l l

生
産
者
補
給

交
付
金

全国肉用子牛価格

安定基金協会 都道府県基金協会

生
産
者
補
給
金

精算者積立金融資等準備財産

牛用子年生産者
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を決定 している.

合には、乳牛肥台

になった.

また、肥奇経営告安定対策と

1頭 に対 し0.5万～20万 IIJ、

しては、肥育経常の所得が家族労働費以 下となった場

肉中梅 1頭で 2万 ～ 4万 円を補給金として支払 うこと

僻
＼

畜産振興事業回の 牛肉の売り渡し

安定 上位価格
1,175円/kg

~~国
内牛肉市場価格

安定基準価格
905円/kg

①生産者団体の調整保管

②畜産振興事業lSrlの国際牛肉の買い入れ保管

注 :価格は1993年度。

第 3図  牛 肉の価格安定制度

/li肉の価格安定待J度を第 3図 に示 した。この図のように、田内牛肉価格が安定上位価格を超えた場

合、市たjIKtt f算業1可1の保竹
テ
牛肉を市場に放出し、安定基準価格以 下になった場合には、生産 71団体の

J司雅保1やや落産振興卓米|・llの買い入れ保管によって、牛肉価格の安定を図っていたが、日米交渉の結

果、畜産振興■米IJの事業内容が縮小され、平成 3年 4月 1日 から牛肉の輸入についての事業団の
一

尤的な連常機能や輸入牛肉についての事業lNllの買い入れ、売 り渡 し等の規程が廃 |卜をされ、輸入牛肉に

よる牛肉価格の安定操作が
'キ
災 tiとれなくなった。T13売価格が安定基準lfHi格を ド臣!1った場合に仮に■i

ガそイ1可1休牛がザ1い支えても、輸入牛肉は白山に入ってくるので、価格安定操作は従来のように機能 し

な くなった,

8,日 本における牛枝肉規格 と枝肉卸売 り価格の動向

11本の枝肉ルと格は1988年4ナJから新規格に改訂された。この規格は枝肉の 「歩留等級Jと 1肉質年

級 |と の和!み合わせによって決定される。歩留等級は左半九枝肉の第 6～第 7肋
′消
'1村を切開し、胸歳

長筋 (f7-ス芯)1凸F板、バラの'亨さ、皮 戸脂肪の厚さ及び十九枝肉玉量の 4項 卜1の数値から占1算に

よって歩甲|)1(4111を決定する。等級A、 B、 Cは 歩留がそれぞれ72以 L、69-72、 69木満のものを指

す 法!Tl竹級に脂肪交灯上、休1の色沢、肉の締まり及びきめ、脂肪の色沢と質の 4填 tlに基づき5～ 1

の 5牛級に半‖定する()

仰幣〃t枝肉の知!売りllll格の推移を第 4メ|に示した。 11位規格の和牛肉のA-5、 A-4は 価格が li

位安定 し、十
′
|||1化の好伴が解仲であるに反 に、平L牛肉の ド位規格のB-2、 C-1は lllll格の ド洛が落

しい,乳 牛肉でも肉Tこの良い1' 3ルと格の牛肉はB-2以 下に比べて価杵面で有利である。 したがっ

て、糸牛の選択、魚1差技御iの改洋牛によって、品質向 liによるた別化を図り、経常を安定させる必要

がある.
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(円/kg)

3000

去勢和牛A-5

去勢和牛A-4

乳J6すB-3

乳おすB-2

乳めすB-2

7   3.1    7   4.1    7   5.1    7   6.1 (4千 月)

第 4図  牛 肉の卸売価格 (枝肉、東京市場)

日本における牛肉の消費動向

食肉需給の推移を第11表に示した。肉類の内、牛肉の消費量は着実に伸び続けている。平成6年度

の一人当たり年間消費量は6.7kgであったが、これは米国人のそれの1/5程度であり、米国・豪州の

輸出国側はさらに消費が増えるものと兄て、対日輸出の増大に期待している。

第11表 食 肉需給の推移

55年度
食
Ｕ

９

０ 3 4

肉

類

計

Ｒ宅
見空
旦弔

要

産

入

需

生

輸

( 千トン) l l l

( f 千トン) ②

( 千トン)

3,741

3,006

738

4,315

3,490

852

5,004

3,478

1,485

5,095

3,412

1,659

5,216

3,399

1,824

65

29 5

向  給   率  (%)② /① 80 81
７
ｒ 70

1人 1年 ヽた りの消費章 (kg) 22.5 25.1 28.5 28.9

牛

肉

( T トン) ①
( 子トン) ②
(千トン)

旦弔
成里
見旦

要

産

人

常

仕

輸

597

431

172

72

3 . 5

( 6 1 . 1 )

４

６

５

ウ
ｒ

５

ク

０

７

・

見

〉

ワ

仰

1,095

555

549

1,127

581

467

1 , 2 1 4

595

605

49

6 . 7

(47.4)

白  給   率  (%)② /① 72 51

6 . 1

(48.1)

52

1人 1年肖たりの消費登 (k g )

(家計消費告け令 (% ) )

4 . 4

(55.7)

6 . 2

(47.5)

豚

肉

(千トン)①
( 千トン) ②
( イトン)

」草
，・一里
」弔

要

産

入

需

生

輸

1,646

1,430

207

1,813

1,559

272

86

066

536

488

74

084

466

631

70

2

1

2,088

1,428

667

68

1 1 . 5

(39 3)

lrl  給  率  (%)② /① 87

1人 1年 ちた りの消費童 (kg)

(家計消費告」合 (%))

9 . 6

( 5 1 . 7 )

1 0 3

(46.5)

1 1  5

( 4 0 . 3 )

1 1 . 5

(39.4)

鶏

肉

要

産

人

需
生
輸

旦■
，単
向
宅

( イトン) ①
( 千トン) ②
(千トン》

1,194

1,120

80

1,466

1,354

1 1 5

1,678

1,380

297

1,712

1,358

392

1,751

1,368

398

78

1 0 . 6

( 3 1 . 3 )

卜1  給   率  (%)② /① 94
９
乙
Ｏ
Ｏ

７
１

1人 1午 村ちた りの消費北 (kg)

(家計消費割合 (%))

7 . 7

(46.7)

9 . 1

(40.2)

1 0 . 2

(32 3)

1 0 . 4

( 3 1  8 )
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次に牛肉の白給率は平成 4年度で47%、 平成 6年 の速報値では40%ま で急落しており、出給率がど

の辺 りで落ちつくのか 予断を許さない。

牛肉には100gが 100円台から5,000円まで価格常が広い特性を持っている。例えば世界最高級の神

ナf午、松坂牛、近江牛は肉の|【石と呼ばれ、筋肉繊維のなかに細かく脂肪が痛降り状に交雑し、大理

イf(marbに)様 の模様を11としているので、この霜降り肉を英語では
“
marbにbeef"とか

“
marbhng"

と呼び、美味この になく外四人にも絶質されている。この高級霜降り肉を頂点に、品種、肥育方法、

lq産牛肉か輸入牛肉か、冷蔵肉、冷凍肉などの違いによって多種多様な牛肉が府頭をにぎわしてい

る。この牛肉需要の構成比は家庭消費肉 (table meat)が43%程 度、外食産業用が50%、残 りが加工用

であり、外食用ではファミリ
ーレストランにおける牛肉消費が増えてお り、そこのステ

ーキ、焼き

肉、ハンバーグ年に用いられる食材は輸入牛肉が L体である。

鶏肉価格 (4年)
113円

1豚肉価格 (4年)

i  161円

輸入牛肉 (4年)

５０

４。

３０

２。

１。

回
答
小
売
店

の
割
合

（
複
数
回
答
）

|

国産牛肉 (4年)

メt、h」,_
輸入牛肉

円/100g

資料 :総務庁 「′J 売ヽ物価統計表」、(財)日本食肉消費総合センタ
ー 「季節別食肉消費動向調査」

注 :1)売 筋価格とは、調査年 12月における100g当たりの 売 筋価格を価格帯別に二つま

で回答したものであり、(財)日 本食肉消費総合センタ
ーが食肉販売店を対象に実施

した 「季節別食肉消費動向調査」によるものである。

2)参 考として示した豚肉価格、鶏肉価格は、東京におけるそれぞれ 「かた肉」、「もも

肉」の平均価格である。

第 5図  小 売庁iにおける牛肉の売筋価格特の変化

小売店における牛肉の売れ筋価格帯の変化を第 5図 に示 した。畜肉100g当 た りの価格は r`成 4年

度において、鶏肉平均1131【」、豚肉平均161円であ り、輸入牛肉は170円をピ
ークに150円～270円、国産

牛肉は270円～800「
f」のブーンに分布し、「司産牛肉の L位価格が itとして和牛肉、 ド位価株が乳牛肉で

ある。このように輸入牛肉、和牛肉及び字L牛肉の i者が棲み分けてお り、アンケ
ー ト調査では高所得

膚は高価格特の牛肉、低所得用は安価な
′|・肉をそれぞれ選択 している結果が得られている。

なお、スーパーの市肉種別売 り 11げ調査補i災では、自由化前に比較 して牛肉の売 り tiげが増えた

が、豚肉の売 り 11げは減少 し、鶏肉は変わらなかった。牛肉売 り |をげの内訳は和牛肉が自由化前と後

で 8%と 変わらず、乳牛肉が60%か ら45%へ 急減 した。輸入牛肉の増えた理由の
一つとして、価格が

安いことのほかに冷凍肉 (frOzen)に代わって品質の良い冷蔵肉 (chined)の輸入が増えたことによる

ものとすま才っれるて,

(元年),
国産牛肉 (元年)一ユ i

100以下 101～ 150 151～ 200 201～ 250 251～ 300 301～ 350 351～ 400401～ 500501～ 10001001以 上
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10.輸 入牛肉の安全性

近年、食LII,の安全性や健康食ぷ1に関心が高まっているなかで、輸入牛肉に対する消費者の反応は、

安いが肉質や安/1・性に問題があるとみている。事実、過去にホルモン剤を投ケ本した米LAl産牛肉は危険

として、その輸入に抵抗したECと 米国の問の牛肉戦争、さらに1984イliに家州産牛肉から中:地のダニ

駆除に使用した農来 (ドリン剤、DDT)が 検出され
一時的に輸出禁 ||=結置がとられたなどの問題が

あった。また、近々の新聞紙 11で、家州産牛肉からhT」の常虫防除用の農案 (クロルフルアズロン)が

検出されたことが械じられ、十綱題となっている。1994年、家州では大半魃に見舞われ、牧草不足のた

めに柿の差突を肉牛に給ケしたことが原因であり、家州では残留晨薬の有無の確認や汚染肉の出荷禁

111などの対策に大七という。わが国では、クロルフルアズロンの残留には輸大規制がなかったが、),

化省は1994年11月に急きょ基準値を設定した。また、文部省は家州産牛肉の学校給食を
一時的に停止

する朴置をとっている。

米ll・lのフィードロット肥育では、病気の予防や飼料効率を高めるために抗↑:物質を配合飼料に添加

している。抗/li物質が残留している牛肉を継続的に摂取すると、抗/L物質が人体で効かなくなる危険

性がある。一般に米田では抗生物質、サルファ剤の飼料添加の規制が甘い他、肉質改善や肥育期間を

短縮するために、肥育牛に合成ホルモン剤の
一種であるジエチルスチルペスロール (DES)が 使用さ

れており、これの残留牛肉を継続的に踊ると、幼児の半熟化や発ガンの危険性が高いという。なお、

EUで は DES類 の使用ばかりでなく、肥育ホルモン (天然ホルモン)も 1988年から使用を禁111してい

る。

ところで、わが国では諸外国に先じて DES牛 の合成ホルモンの使用を1967年に禁止するとともに、

天然ホルモンの使用は白粛し、安全な牛肉の生産を進めている。

1 1 . おわ り に

ドi由化後、大量の牛肉が輸入された結果、牛肉白給率は40%を 割 り込もうとしている。このような

現状の中でわが国の肉用′十二経営が存続できるか否かは、消費者が求める高品質で安全な牛肉を生産

し、消費孝に受け入れられる価格で提供できるかにかかっている。そのためのコスト削減に
一層の努

力が必要である。

ところで、H本 畜産は加工型市産とも呼ばれ飼料用粗粒殻類の98%、 2,200万tの 輸入の上に成立

しており、肉類の67%、 牛乳 ・乳製,Tlの77%、鶏卵の98%を それぞれ白給し、国民に新鮮で良質の市

産物を提供 してきた。また、国際化のなかで経常の効率化を進め、規模拡大を続けた結果、多主の家

畜炎尿が排出され家畜排泄物中の冬素の総壁は70万tに達し、わが田の回畑10a当 り15kgにも和当し

ている。この糞尿を耕地に遠ノこすることが望ましいが、現実にはかな りの壁が投案あるいは放置さ

れ、林床公常の元凶となっており、有効利用のための処理技術、糞尿の堆肥化による広域流通年を

行って化態系の保全を進める必要がある。

その点に関する占い教J‖として、EC(現 在EU)は 農業の■1産性に重点をおいた農業政策を進め

た結果、地 卜水の硝酸汚染によるブルーペビーの誕′li、村ガンの多発等の弊害が起こり、従来の集約

化展米から粗上放化農業へ農政の転換を強いられ、耕地とバランスのとれ,た家畜頭数への規制などが進

められている。

これまで、晨業は環境を保全するとみる地方と農米は環境を破壊するとする見方があり、11本人は

前rr、炊米人は後者の兄方をとる人が多い。現在の農米の様相をみると後者の、工場に立たざるをえな
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い。過度の農来、化学肥料の施)11は避け、耕地に見合った家畜頭数の飼養を心がけ、環境負ll lの軽い

永続性のあるだと市産業を|1指すことが、今後
一|ギ重要となるものと考えられる。
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